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１．はじめに
刑務所などの矯正施設退所者（刑期満了・
仮釈放）のうち、高齢または障害（知的障害・
精神障害など）を有する者については、社会
福祉的支援が必要であるにも拘わらず、必要
とする福祉サービス（医療保険・年金・生活
保護・住宅確保・日常生活支援など）を受け
ている者は少ない。また、親族などの身元引
き受けなど地域での受け入れ先が得られない
まま矯正施設を退所する者も少ないことが指
摘されている。１）
これらの退所者のうち、社会復帰や地域生
活の定着が困難となり再び罪を犯し、刑務所
に再入所するものも少なくない。特に重度・
最重度以外の軽中度知的障害者（知的障害と
認定されないが知能指数 70 ～ 80 程度の境界
域ボーダー層を含む）については、言語など
のコミュニケーション・意思の伝達能力、身辺
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処理能力、金銭管理能力、自己統制力、社会
的規範・ルールに沿った行動、就労・社会的
責任の遂行能力に問題が生じやすく、万引き、
窃盗などの罪を犯したことへの認識が十分で
ない場合が多い。
また、これまで知的に障害のある受刑者の
矯正施設における個別的指導や社会復帰に向
けての指導がどのようになされているか、司
法分野における情報公開も十分ではなかった
といえよう。２）
筆者はかつて福祉事務所で精神薄弱者福
祉司（現知的障害者福祉司）として 5 年間、
知的障害福祉行政業務に、さらに知的障害者
総合施設において 2年間ほど支援業務に従事
した。その中で彼らの多様な行動（無断外出・
暴力・盗み・拒食・利用者間のトラブルなど）
に接し、ケース処遇会議などでその原因と
対応について検討してきたが、有効な対応は
困難であった。当時の知的障害者に対する行
政サービスと地域社会の受け入れ体制などの
状況から彼らの就労・地域生活移行には否定
的な感さえ持たざるを得なかった。
当時は、今日のように施設利用者の地域生
活移行の考え方やそのための自立生活訓練・
グループホーム・福祉ホーム・通所型作業
施設等の支援体制が整備されていたわけで
はなく、長期間施設に入所している者が大部
分であった（現在でもかなり長期間の入所者
も少なくない状況にある）。それでも、作業
能力や日常生活の自立度、社会性などが比較
的高く、ある程度就労が可能と判断された利
用者を職親や理解のある事業者に依頼し、社
会復帰を図ろうとする取り組みはなされてい
た。しかし職親や事業主の指導や対応にも問
題があったこともあるが、トラブルが絶えず
施設再入所というケースが大部分であった。
施設において個別的・集団・グループ別に
長期間、さまざまな支援を図ったとしても、
彼らの地域生活の維持は困難であり、地域生
活の維持には家族や専門職員など何らかの
支援が必要である。このように常に何らかの
支援が必要な知的障害を有する受刑者が、
家族などの身元引き受けや住宅・就労・地域
生活への支援など福祉的な支援体制が不十分
なまま刑期満了で釈放されたとしても「その
日の生活」に困難をきたすのは明白であろう。
国（厚生労働省・法務省）は、矯正施設に
おける高齢者・障害者の増加と再犯防止の
視点から退所者の地域生活定着促進を図る
ため、2010（平成 22）年度から「地域生活
定着促進事業」を創設し、各都道府県に「地
域生活定着支援センター」（以下「支援セン
ター」という。）を設置、人件費などの事業
費を補助することとした。３）
栃木県は全国的にも多い 4 か所の矯正施
設が設置され、収容定員は 4 千名を越える
こともあり、県は支援センター設置構想を
立ち上げ、県内で知的障害施設等を運営する
法人で組織する NPO 法人「栃木県障害施設・
事業協会」に事業を委託することとした。
本稿では、これまで司法と福祉の「谷間」
にあった触法知的障害者の地域生活定着促進
事業の現状と課題について考察しようとする
ものである。
2、知的障害とは
社会福祉サービス対象者は、児童福祉法の
ように「児童とは、満 18 歳に満たない者を
いい」とあるように、その根拠となる法律で
「定義」されているのが一般的である。しかし
「知的障害」については、知的障害者福祉法
（昭和 35 年）に定義規定はない。これは知的
障害（知的発達遅滞など）の発生原因や知能
の発達・行動などのレベルの多様化や医学・
精神医学・心理学的な視点から定義すること
が適当ではない、という観点からである。
一般的に知的障害と知的発達遅滞は同義語
と解されているが、アメリカ精神遅滞学会な
どの定義によれば、次の 3つの条件が揃って
いる場合を指している。第 1 に知的機能が
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明らかに平均より劣っていること、第 2に適
応行動に障害があること、第 3 にこれらが
18 歳までに表れることである。４）
また、その障害は年齢によって異なり、乳
幼児期では感覚運動機能、意志の伝達の能力、
身辺処理能力、社会性の発達、児童期・青年
前期では学業に関する能力、金銭や時間感覚、
自己統制能力、社会的相互関係に関する能力
の発達、成人期では就労や個人として独立し
た生活を営み、社会的規範・ルールに沿った
行動をするといった職業と社会的責任の遂行
能力などに障害が生じるとされている。これ
らは知的発達レベルや適応行動の度合いに
よって個人差が生じるが、一般的には知能検
査による知能指数（IQ） によって、軽度障害
（IQ 50~70・精神年齢 9 歳からほぼ 12 歳位ま
でに相当）、中度障害（IQ35~50 ほぼ 6 歳か
ら 9 歳に相当）、重度（IQ20~35・ほぼ 3 歳
から 6 歳に相当）、最重度障害（IQ20 以下・
ほぼ 3歳以下に相当）に分類される。５）
知的障害への福祉・教育的対応について
本稿では詳細に触れないが、概観すれば身体
障害分野に比較して遅く、サービスメニュー
も少ないといえる。知的障害児童については
これまで主に児童福祉法による知的障害児施
設入所（通所）、満 18歳以上についても知的
障害者福祉法による施設入所が主流であった。
また、学校教育についても長い間、養護学
校・学級（現特別支援学校・特別支援学級）
の設置が十分でなく、教育を受ける権利を有
しながらも「義務教育猶予・免除」の措置が
続き、障害児への訪問教育などが図られたの
は 1979（昭和 54）年以降からである。６）
『障害者白書』21 年版（厚生労働省編）に
よれば、わが国の知的障害者数は約 55 万人
（在宅者約 42 万人、施設入所者約 13 万人）で、
約 84％（41 万人）が療育手帳（知的障害で
あることを知事が認定して交付する手帳で、
公的サービスなどの受給の根拠となるもの、
なお、都道府県によって「愛の手帳」など
その名称は異なる場合がある）を所持し、
軽度・中度障害者が約 55％、重度・最重度
障害者が 45％となっている。
知的障害者の公的な支援は、知的障害者福
祉法、障害者自立支援法及び関連する法律など
によって多様なサービスがなされている。軽度・
中度障害者を積極的に雇用している企業・事業
主もあるが、依然としてその主流は「施設通所・
入所サービス」であり、作業所などの福祉的
就労が中心となっている。障害者自立支援法は
施設から「地域生活移行」を目標としているが、
地域生活を支える支援体制が十分ではなく、
犯罪に陥る障害者も少なくない。
知的障害の特性、社会的適応能力、問題行
動などによって、犯罪を犯しまたその被害者
になる場合や誤認逮捕 ･起訴されるケースも
ある。７）
　
3、刑務所などの矯正施設における知的障害者
の状況
（1）　刑事施設における知的障害者の状況
平成19年5月、法務省矯正局が公表した「平
成 18 年法務省特別調査」によれば、全国 15
の刑務所（注）に収容されている受刑者
27,024 名のうち、知的障害又は知的障害と疑
われる者は 410 名（男子のみ、平均年齢 48.8
歳、療育手帳所持者 26 名）である。
（注）今回の調査では比較的規模の大きい
15 が対象、その内訳は、犯罪傾向が進んで
いないものを収容する刑務所（A 系列）が 4、
犯罪性の進んだ者を収容する刑務所（B 系列）
11 で医療刑務所は除く。
〔調査結果の概要〕
①主な罪名は、窃盗（43.4％）が最も多く、
以下、詐欺（6.8％）、放火（6.3％）の順で
あり、次いで盗品等関係、覚せい剤取締法
違反などとなっている。
②犯罪の動機は、「貧困・生活苦」（36.8％）、「利
欲」20.7％、「性欲」（9.3％）で、その他、
激情、遊びになっている。
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③事件を犯した際に無職であったものが
80.7％を占めている。
④中学校卒業以下の者が 86.1％、高校卒業の
学歴のあるものは 6.6％である。
⑤ B 系列の刑務所における調査対象者の平
均入所回数は 6.75 回、今回の受刑を含め、
刑務所への入所回数が 5回以上に及ぶ者が
54.4％である。
以下は、今回の受刑が 2回以上の者 285 名
についてのデータであり、出所者全体のデータ
でなない。
⑥前回の出所時に仮釈放であった者の比率は
20％である。
⑦前回の出所時の帰住先が判明しているのは
56.5％、その内訳は父母・兄弟姉妹などの
「親族のもと」が 27％、「更生保護施設」
が 10.5％、「知人のもと」が 5.3％、「社会
福祉施設」が 1.1％、「雇い主のもと」が
0.7％、「その他」が 11.9％となっている。
⑧前回の受刑から再犯期間が 3ヶ月以内のも
のが 32.3％を占め、60％の者が 1年未満で
再犯に至っている。
（注）
1、今回の調査はサンプル調査であり、上
記の比率はいずれも刑事施設における知的障
害者全体についての傾向を示すものではない
こと。
2、今回の調査では、調査対象の多くが犯
罪性の進んだ者を収容する B 系列の刑務所
であり、そのために対象者に占める再犯者の
割合が高くなっている。
（2）　少年院における知的障害児・者状況
平成 19 年 1 月 1 日現在、全国の少年院に
収容されている知的障害児・者及び知的障害
に準じた処遇を必要とするものは 130 名（男
子 113 名・女子 17 名）で、平成 18 年 12 月
末現在、少年院在院数 4,060 名の 3.2％となっ
ている。平均年齢 17.5 歳、療育手帳所持者
29 名となっている。
〔調査結果の概要〕
①主な非行名は、窃盗（44.6％）が最も多く、
次いで強制わいせつ（9.2％）、傷害（8.5％）、
放火（5.4％）の順となっている。
②非行の動機としては、「利欲」（35.4％）、「遊
び」（13.8％）、「共犯者の誘い」（12.3％）、
を挙げた者が多い。
③学歴は、中学校卒業が 43.8％、高校中退、
高校卒業、中学校在学がそれぞれ 15.4％と
なっている。
④対象者の 92.3％が今回初めて少年院に入院
した者である。
⑤今回の入院が 2 回以上の者 10 名のうち、
60％が前回出院後、1 年以内に再非行に
至っている。
⑥非行時の居住状況は、80％の者が家族と同
居しており、身元引受人として実父母（又
はその一方）を挙げる者が 82.4％となって
いる。
以上のような法務省特別調査から知的障害
受刑者の地域生活の困難性が浮かび上がって
くる。具体的には、事件を起こした際に
80.7％が「無職」であり、犯罪の動機は「貧困・
生活苦」が多く、その罪名が「窃盗」である
ことは出所後の就労と生活費を得ることが極
めて困難なことを示している。また、学歴は
中学校卒業以下が 86％を占めていることも
知的障害の特性から社会適応性などの理解や
対応能力が不十分で、適職に就けないことを
表しているといえよう。
特に重視したいのは再犯の問題である。犯
罪性の進んでいる B 系列刑務所の平均入所
回数 6.75 回、今回の受刑を含め入所回数が 5
回以上に及ぶ者が 54.4％となっており、60％
の者が 1年未満で再犯に至っている。調査時
の受刑者の平均年齢は約 49 歳であり、刑期
は不明であるが、知的障害の受刑者は「出所・
再入所」のパターンにあるといえる。
刑期満了で刑務所を出所しても、約43.5％の
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者は帰住先がなく（または不明である）、判明
している者であっても父母・兄弟姉妹などの
親族のもとが 27％で、地域社会での生活に
ついて助言指導を行う「更生保護施設」入所
は 10.5％、、「社会福祉施設」は僅か 1.1％に
過ぎない。
知的障害の特性と自立・地域生活の困難性
等については前項で述べたとおりであり、知
的障害の受刑者の全てではないが、大部分の
障害者は「住まい」「仕事」だけではなく、
生活保護や年金・手当てなどの福祉的支援、
さらに日常生活の助言指導を行う専門的な
サポートや地域における民間福祉団体など
の支援が必要であることが理解できる。
これまで、福祉的支援が必要な触法知的障
害者については、一部、福祉施設入所などの
係わりがあったとしても、福祉関係者の意識
の中には十分存在したとはいえず、また共通
認識も低かったと考えられる。まさにこれら
の障害者の支援は「司法と福祉の谷間的存在」
であったといえよう。
4、触法知的障害者に関する司法と福祉の対応
（1）　司法の対応
平成 19 年 5 月の法務省特別調査の公表は、
一部、これらの障害者を受け入れてきた福祉
施設関係者を除き知的障害福祉関係者には大
きな衝撃を与えた。弁護士・法務関係者や大
学の法学研究者など精神障害・知的障害者の
犯罪に関する調査研究者は別として、これま
で知的障害に拘わらず、犯罪を犯した者の矯
正についての福祉関係者の一般的認識は「司
法が対応すべき」というものであり、彼らの
更生については、保護観察所や保護司，更生
保護施設などが担うというものであったと考
える。
これまで触法少年については家庭裁判所・
保護観察所と児童相談所の関係はあり、児童
福祉関係者は熟知しているが、他の福祉関係
者には必ずしも十分認識していなかったと
いえる。また、刑務所出所者について、生活
保護分野での係わりはあるがその程度であっ
たと考える。
法務省がこのような調査結果を公表し、さ
らに平成 18 ～ 20 年度「厚生労働科学研究
（障害保健福祉総合研究～わが国の矯正施設
における実態調査～）」、独立行政法人　国立
重度知的障害者総合施設のぞみの園の「福祉
の支援を必要とする矯正施設等を退所した
障害者の地域生活移行のための効果的な支援
プログラムの開発に関する研究」などの取り
組みの背景は、刑務所など矯正施設入所者に
高齢者や障害者（知的障害・精神障害など）
の増加が著しく、さらに再犯者による入所者
への対応であろう。８）
平成 24 年 8 月 1 日発行の「法律の広場」
（ぎょうせい）は、受刑者処遇の現状を特集し、
法務省矯正局、地域生活定着支援センター、
刑務所矯正処遇官、弁護士、大学教授などが
それぞれの視点から現状と課題について論じ
ている。９）
特集中、法務省矯正局成人矯正課長大橋哲
氏の「刑事施設における受刑者処遇をめぐる
取り組みとその変遷」についての論文をもと
に、矯正施設における受刑者処遇を知的障害
者に視点を置いて考察することとする。
刑事収容施設法（旧監獄法）は、矯正処遇
として、作業（職業訓練・外部通勤作業など）、
改善指導（犯罪の責任の自覚・社会生活適応
に必要な指導・薬物依存離脱指導・就労支援
指導など）、教科指導（学力向上・中学高校
卒業認定指導など）を挙げている。問題はこ
れらの指導が知的障害という障害に即した個
別的ものとして実施されているかどうかであ
る。犯罪を犯した者は概ね軽・中度の障害で
あり、ある程度の社会適応性はあると考える。
しかし推測の域を脱しないが、刑務所では集
団的指導にならざるを得ない状況であり、知
的障害の特性に即した個別的で多様な処遇な
どの配慮がどの程度なされているかである。
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また、就労支援は出所後の再犯防止の視点
から重要であり、雇用情勢に応じた職業訓練、
特別改善指導として就労支援指導、ハロー
ワーク職員による講話・職業相談・職業紹介、
非常勤キャリアコンサルタント等有資格者に
よる助言指導を行い、さらに、釈放に当たっ
ては、原則として 2週間、釈放前の指導とし
て職業安定、社会保障等の制度やその手続き
などを実施しているとしている。
このような指導、対応が平均より判断能力
が低い、といわれる知的障害者が十分理解で
きて出所するかである。これらの指導が十分
理解できないまま、さらに身元引受人や住ま
い、就労の場のないまま厳しい社会に出ざる
を得ないのが現状であろう。それがまた窃盗
などの犯罪に結び付くことは容易に理解でき
よう。
現行の司法制度は、仮釈放者等の保護観察
処分を定めている。これらの業務は保護観察
所（全国 50 ヵ所）の保護監察官が保護司と
連携し刑の残余期間について自立生活指導や
社会生活適応のための助言・指導に当たるこ
ととなっている。
また、直ちに福祉的支援が困難な者、社会
生活に適応するための指導・訓練を行う施設
として民間法人などが運営する「更生保護施
設」は全国に 104 ヵ所があるが、入所期間は
原則 6ヶ月とされている。これらの施設はこ
れまで一般的な釈放者を対象としていたと考
えられるが、より細かな対応を必要とする知
的障害者に的確な対応がなされているかどう
かである。仮釈放者については、その帰住先
として制度上、更生保護施設があるが満期釈
放者にはないことも問題であろう。
出所後の受刑者の再犯防止のためには、受
刑者の処遇、取り分け知的障害者や高齢者に
ついては、一般受刑者と異なりその特性に応
じた処遇の充実が必要となる。出所後の社会
復帰の支援には処遇の検証と外部の専門家や
保護観察所、ハローワーク、地域生活定着支
援センター、福祉関係機関との連携がより強
く求められる。
これらの連携の必要性から近年、拘置所を
除く刑事施設に非常勤であるが社会福祉士が
配置されたことは評価できるが、それはまた
受刑者が抱える問題の多様性を表しているも
のと考えられる。
なお、高齢・知的障害などの問題を抱えた
刑務所出所者の「更生保護を取りまく現状と
課題」に関する資料等については、平成 24
年 9 月 1 日に開催された第 62 回社会を明る
くする運動中央行事「更生保護・福祉連携シ
ンポジュウム」早稲田大学法学学術院教授石
川正典氏の基調レジュメに掲載されている。
10）
（2）　社会福祉の対応
知的障害受刑者の社会福祉の対応につい
て、これまで不十分であったことは既に述べ
たが、障害者（精神障害・知的障害など）の
犯罪などについて福祉関係者が全く無関心で
あった訳ではない。知的障害者が加害者・被
害者となった事件や裁判などのマスコミ報
道、法学・社会学研究者また受刑経験者の著
書などによって次第に関心が高まってきたこ
とも事実である。11）
具体的には、1974（昭和 49）年兵庫県西
宮市の知的障害児施設「甲山学園」で園児 2
名が浄化槽内で死亡し、当時の職員が逮捕起
訴された事件である。裁判の公判過程で「職
員が 2人を連れ出すのを見た」という知的障
害児の証言能力の妥当性について地裁～高裁
～最高裁で争われたものである（結果は 25
年間の裁判の結果、被告は無罪となってい
る）。
その他、千葉県野田市で起きた幼時殺人事
件で、知的障害の青年が逮捕され無罪を主張
したが 1・2審共に懲役 12 年の有罪判決、最
高裁への上告棄却で刑が確定した「野田事件」
（1979 年）、茨城県水戸市で障害者雇用の優
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良企業として評判の高かったダンボール加工
業者が住み込みで働いていた知的障害者を虐
待した「水戸事件」（1995 年）、近年では千
葉県東金市幼女が殺人・死体遺棄罪で知的障
害の男が逮捕された「東東金事件」（2008 年）
などがある。
また、受刑経験者の元衆議院議員で政治資
金規正法違反に問われ、服役した山本譲司氏
の著書『獄窓記』『累犯障害者』は、刑務所
における知的障害者の存在と処遇、再犯で刑
務所に再入所する状況を詳細に描いている。
12）
これらは、知的障害の特性や社会適応性な
どの問題行動から犯罪を犯し、また、その「加
害者やもしくは被害者」になる場合が多いこ
とを示している。
栃木県においては、2008（平成 20）年、
重度の知的障害者の男性（当時 56 歳）が、
強盗事件で逮捕・起訴され、宇都宮地裁で公
判・審理中に真犯人逮捕された誤認逮捕事件
があった。釈放後、弁護側は誤認逮捕と市が
必要な福祉的支援をしなかったと宇都宮市を
相手取って慰謝料の請求訴訟を起こしてい
る。彼は養父から障害年金など金銭的な収奪
や虐待を受けていたこと、同じアパートにい
た別の知的障害者からの訴えがあったのに調
査しておらず、成年後見人の選任など適切な
支援があれば、誤認逮捕も防げた可能性があ
ると主張した。
宇都宮地裁は、彼の障害程度を「名前以外
の漢字、ひらがなは書けず、計算などもでき
ない」などと認定し誤認逮捕の不当性は認定
したが、福祉行政訴訟で地裁は「原告から福
祉や生活保護について相談や申請はなかっ
た」として請求を棄却している。13）
筆者はコメントを求められ「制度の手続き
を理解できない人の福祉サービスを受ける権
利はどうなるのか」と疑問を呈した。この事
件は知的障害者が「いつでも加害者にされる
と共に被害者になること」を如実に示してい
る。これを契機に県内知的障害福祉関係者の
関心が高まり、彼は現在、知的障害者施設職
員の支援を受け地域生活を送っている。また
全ての施設ではないが触法知的障害者の施設
受け入れの促進が図られつつある。
前に述べた「生活定着支援センター」の設
置・運営組織として、県内知的障害関係施設
法人で組織する栃木県障害・事業協会が積極
的に対応した背景には、この事件が少なから
ず影響を与えたものと考えることができる。
5、地域生活定着支援センターの概要
（1）　事業制度化のプロセス
矯正施設退所者の地域生活定着を目的とす
る支援センターの設置・運営等は平成 21 年
度から厚生労働省の「セーフテイネット支援
対策等事業実施要綱」（平成 21 年 5 月 1 日厚
生労働省社会・援護局長通知）により実施さ
れた（平成 24 年 4 月一部改正）。本事業の一
つの事業として、「地域生活定着促進事業実
施要領」が示され、これに関連して「地域生
活定着支援センターの事業及び運営に関する
指針」（平成 24 年 4 月一部改正）が示され、
具体的業務が明らかになった。
本事業の制度化の主要な背景は、刑務所な
どの矯正施設入所者中、高齢者と処遇が困難
な知的障害者の増加、さらには退所後の再犯
防止の視点である。また知的障害については、
ノーマライゼーションの考え方や障害者自立
支援法の地域生活移行の考え方、路上生活者
の支援を目的とするホームレス自立支援法な
ど地域生活の維持が困難な対象者に着目した
一連の対応が影響したものと考えることがで
きよう。
制度創設・事業化に至るまでには、平成
18 年度から「罪を犯した知的障害者の地域
生活支援に関する調査研究」が厚生労働科学
研究の対象となり、調査報告書などによって
支援の必要性が検証されてきた。その経過は
次のとおりである。
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　〔事業化までの主な動き〕
①　平成 18 年度～ 20 年度：厚生労働科学研
究「罪を犯した障害者の地域生活支援に関
する研究」（田島研究班）
②　平成 19 年度～ 20 年度：厚生労働省障害
保健福祉部「罪を犯した障害者を地域で支
える職員の研修プログラムの開発に関する
調査研究」（南高愛隣会）
③　平成 20 年度：厚生労働省社会・援護局「受
刑者及びその家族不安を軽減し、社会的困
窮者を包み込むための地域生活支援協働モ
デル事業」（南高愛隣会）
④　平成 20 年度：厚生労働省社会・援護局
総務課「刑務所出所者の地域生活定着支援」
の予算要求
⑤　平成 20 年度：内閣官房「刑務所出所者
の社会復帰支援に関する関係省庁連絡会
議」中間まとめ
また、犯罪対策閣僚会議で策定した「犯罪
に強い社会の実現のための行動計画 2008」
では第 2として犯罪を生まない社会の構築を
挙げ、その 2として刑務所出所者等再犯防止
を福祉による支援方策として、「地域生活定
着センター（仮称）」設置を定めている。
これらの一連の取り組みの中で平成 21 年
度全国に地域生活定着支援センター設置が図
られることとなった。
（2）　地域生活定着支援センターの業務内容
本事業の実施要領・指針、関係通知などに
よればその事業内容は次の 5つの業務とされ
ている。
①　矯正施設退所者予定者の帰住地調査を行
うコーディネート業務（矯正施設入所中）
②　矯正施設退所者の施設等への定着支援を
行うフォローアップ業務（矯正施設退所後）
③　矯正施設退所者の福祉サービス等につい
ての相談支援業務（地域からの相談）
④　地域のネットワークの構築と連携促進業
務（定着支援センター運営推進委員会等）
⑤　地域住民の理解のための普及啓発・情報
発信業務・情報発信（啓発シンポジューム・
講演会などの開催）
支援対象者に対する支援には、生活環境調
整、特別調整、一般調整があるが、知的障害
者の支援は特別調整とされ、障害を有する入
所者等であって、かつ、適当な帰住地が確保
されていない者を対象として、特別の手続き
に基づき、帰住地の確保その他必要な生活環
境の調整を行うこととされている。
これらの業務を展開するためには、司法（刑
務所・保護観察所・更生保護施設等）との連
携・調整が不可欠であり、特別調整の流れは
図 1のようになっている。
図１　特別調整の流れ
資料：「法律のひろば」平成 24 年 8 月 1 日掲載
　　　　　　栃木県地域生活定着支援センター関口清美氏論文
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また、図２は刑事施設入所中から退所に
向けてのフォローチャートであるが、司法か
ら福祉の移行についての最大の問題・課題は
「当面の住まいの確保」と「当面の収入の確保」
となっている。平成 23 年全国地域生活定着
支援センター協議会が実施したアンケート調
査（センター開設から平成 23 年 11 月 30 日
まで、44 都道府県 45 センターからの回答）
によれば、コーディネート業務を終了、帰住
した者は 648 名であるが、主な移行先はア
パート（単身生活）177 名（27.8％）、障害者
施 設 113 名（17.8 ％）、 高 齢 者 施 設 85 名
（13.4％）、以下、生活保護施設、自宅、病院
であり、自宅は少なくアパートでの単身生活
を余儀なくされている。
福祉支援への移行に当たって一時的にシェ
ルターを 287 名の者が経由しており、その種
別は指定更生保護施設 187 名（65.8％）、そ
の他 52 名（18.3％）であり、以下救護施設、
施設等となっている。これは刑務所退所後直
ちに地域生活に移行することは困難で、一定
期間社会適応訓練などの対応の場が必要であ
ることを表しているといえよう。
（3）　地域生活定着支援センター業務の問題点
と課題
センターのコーディネート・フローアップ
業務は図 2の流れのように、矯正施設による
「特別調整対象者」の選定からスタートする。
これら対象者の支援は矯正施設における調査
面接が極めて重要となる。前述の全国支援セ
ンター協議会のアンケート調査結果では、課
題として「個人情報の不足（感染症などの医
療情報について）」32.5％、「対象者の福祉に
対する誤認識」27・5％、「処遇プログラムの
連続性がない」27.5％などで、｢ある」及び「た
まにある」を加えると 50％～ 90％に上がり、
矯正施設側の改善を必要としている。
その第 1は、個人情報の提供である。個人
情報は保護されるべきであるが、刑事施設か
ら地域に帰住するに当たって必要な情報なけ
れば、たとえ施設退所までの期間が長くても、
帰住調整は不可能となる。そのための必要な
情報にうち、必ず確認・提供が必要なものと
して戸籍・戸籍の附表・住民票・年金記録の
確認、入所中の医療情報（疾病・服薬・医療
受療の状況・感染症検査の状況・健康診断の
状況）などがある。また個々の対象者によっ
て異なるが、個別の心理テスト等の結果、過
去の医療情報・福祉サービス利用情報、医師
の診断書・意見書、証明写真などがあり、矯
正施設退所時に必要なものとして、医療情報
提供書、薬、在所証明所、保護カードが挙げ
られている。
これらの情報は、生活保護・障害者手帳の
図２　刑事施設入所中から退所に向けて
資料：「法律のひろば」平成 24 年 8 月 1 日掲載
　　　　　　栃木県地域生活定着支援センター関口清美氏論文
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申請、福祉サービス利用（施設入所を含む）、
住宅確保などに必要なものとなる。
第 2は、司法の対象から福祉の対象となる
場合に、援護の実施機関となる市町村の対応
である。社会福祉業務の実施機関は原則とし
て対象者の「居住地」であるが、居住地の認
定を巡って「業務の押し付け合い」が指摘さ
れている。対象者の生活の場は転々としてい
ることが多く、住所不定や逮捕された場所と
生活してきた場所、住所地、刑事施設所在地
との関連性がないため、判断が難しい。
身元引受人が明確であれば、認定・対応は
比較的容易であるが、帰住先が判明している
者が 56.5％に過ぎないことは居住地認定が困
難となる。遠隔地の刑務所に入所し、刑期満
了で退所したとしても家族が本籍地又は入所
前の住所に存在しない場合も少なくない。ま
た知的障害者の受刑者の平均年齢が 48.8 歳
であることは両親が高齢者であることも想像
できる。さらに犯罪を犯した者に対する地域
住民の感情も否定できない。例え支援セン
ター職員が個人情報に基づいて調査し、援護
の実施機関に相談したとしても住所が確定し
ていなければ市町村が援護に躊躇せざるを得
ないのが現状であろう。前述のとおり触法障
害者の支援に対する福祉行政関係者の認識は
十分ではなく、支援センター事業の発足も間
もないところから、対応が不十分にならざる
を得ないのが現実であろう。
第 3は、関係機関・組織との連携と協働で
ある。これらの機関・組織は保護観察所や更
生保護施設は当然であるが、市（福祉事務所）
町村、ハローワーク、社会福祉協議会、福祉
施設・福祉従事者、精神保健センター、身体
障害者更生相談所、知的障害者更生相談所、
障害相談支援事業所、地域包括支援センター、
民間企業・事業者にも及ぶ。
栃木県においては、支援センターに「運営
推進委員会」を設置し、これらの関係機関・
組織と連携を図っている。また、本事業を県
から受託している NPO 法人「栃木県障害施
設・事業協会」では内部組織として知的障害
施設職員による「地域生活定着センターサ
ポート委員会」を組織して本事業の支援と施
設における支援などの研究調査活動を行って
いる。
6、栃木県地域生活支援センター事業について
栃木県における取り組みについては、平成
22 年 1 月支援センターを立ち上げ、現在 3
名の社会福祉士が勤務（元県社会福祉協議会
職員・知的障害者施設からの出向職員）し、
特別調整・一般調整（県内矯正施設 4 ヵ所、
県外施設での面接など）、保護観察所との支
援会議、広報・啓発活動・関連シンポジュー
ムの開催・講師依頼対応、さらに県内各医療
機関や知的障害施設に入所中の触法障害者の
個別的支援会議の助言指導など多様な業務に
当たっている。
その活動状況の詳細は省略するが、平成
24 年度を概観すれば、月 2 ～ 4 件程度の新
規ケースが保護観察所や他府県の定着支援セ
ンターから依頼がある状況にある。刑務所・
市役所などでの面接・調査・関係機関との調
整などのコーディネート業務は月平均 10 ～
14 件以上、さらに退所者のフォローアップ
業務についても、施設訪問・居宅訪問、市役
所・福祉事務所などへの障害福祉の手続きや
生活保護申請相談など月 10 件以上に及んで
いる。14）
新規ケースは増加しているが、終了件数（本
県内の刑務所釈放予定で他県に帰住地が決定
したものなど）が極めて少ないことは、地域
定着の困難性を示している。
栃木県支援センターの関口清美氏は『法律
の広場』の論文で次のように述べている。「支
援センター開設以来、約 60 名の刑事施設退
所者に出会ってきた。その中で、たった一人
だけこの制度設計の際に想定されたような
『住まいと仕事があれば再犯しない』知的障
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害のある男性に出会った。しかし、実際に出
会った刑事施設に入所者した多くの高齢者や
障害のある人々は、窃盗や無銭飲食などを繰
り返しながら、様々な支援から漏れてきた人
である。『住まいと仕事があれば、福祉が関
われば、刑事施設に入所しないで済む』とい
う幻想は抱かないほうがよいと思う。
彼らの多くは、自分の置かれた状況の把握
が難しく、ちょっとしたことでも支援者の言
葉は耳に入らなくなり、『誰も助けてくれな
い！信用できない！』と負の連鎖に陥ってい
く」とし、さらに「刑事施設に入所した高齢
者や障害のある人々の多くは、自分の感情や
要求を人に伝え、自分以外の人との関わりを
もつコミュニケーションの力の面では、人工
呼吸器をつけた子どもたちよりも重度の障害
があると感じる」と述べている。15）
また、これら定着支援センターの役割と課
題としては、特別調整のコーディネート・フォ
ローアップを中心に行っているが、「入り口」
から「出口」までの一貫した支援体制が期待
されていること、また刑事司法の目的は、社
会の利益・犯罪防止・再犯防止にあり、これ
らは法的制約や強制力による。しかし福祉の
目的は、本人の利益・福祉的ニーズに応える・
自主性個別性の尊重・信頼関係に基づく支援・
本人の変化の可能性を追及することにあると
している。そして福祉支援現場での迷いとし
て、再犯防止か？支援の結果としての再犯防
止か？を挙げ、①本人のために社会への適応
化を少々無理しても強制していく　②本人の
自由な意思決定を中心に社会への適応を、本
人のほどほどに、折りあえる限度でやってい
けばいいと強制はしない、としている。16）
7、おわりに、
これまで司法も福祉も有効な支援を講じる
ことができず「司法と福祉の谷間」にあった
といわれる矯正施設を退所した知的障害者の
地域生活定着とその支援を目的とする定着支援
センターの現状と課題などについて考察した。
筆者がこの問題に関心をもったのは、福祉
事務所や知的障害総合施設での勤務経験から
もあるが、直接的には宇都宮市内での知的障
害者の強盗事件の誤認逮捕と福祉支援に関す
る損害賠償訴訟である。また、平成 22 年 10
月宇都宮市内で開催された「矯正施設を退所
した知的障害者等への支援に関する研修会」
（栃木県障害施設・事業協会主催）において、
退所者を受け入れていた県内知的障害施設
「かりいほ」の石川恒施設長の講演「生きに
くさを抱えた○○さんの支援の創造」に接し
たこと、さらに平成 23 年 3 月 4 日栃木県庁
で開催された「矯正施設等を退所した高齢者
や障害者への支援に係わる研修会」（栃木県、
栃木県障害施設・事業協会、宇都宮保護観察
所、栃木県保護司会など共催）のシンポジュ
ウムのコーディネーターとして参加したこと
である。
これらの経緯から定着支援センター運営推
進委員会の座長に推され、平成23年 7月から
本事業に係わるようになり現在に至っている。
佐野短大の講義では、「現代社会と福祉」「個
人の尊厳の尊重と自立」「社会の理解Ⅰ・Ⅱ」
「地域福祉の理論と方法Ⅰ・Ⅱ』などで知
的障害者の福祉について触れてきたが、刑務
所を退所した知的障害者の支援について深く
触れることはなかった。
　福祉の分野では、高齢者や対象者が多い
身体障害者、虐待など養護児童の支援が推進
されているが、知的障害者については必ずし
も有効な施策が少なく「福祉の谷間」といっ
ても過言ではないと考える。まして犯罪を犯
し、矯正施設に入所した知的障害者の地域生
活支援施策などは一部の障害施設入所を除い
て皆無に等しかったのではないか、と考えさ
せられる。
平成 21 年度から取り組まれた本事業は知
的障害者の「司法と福祉の架け橋」になるも
のであり、更に充実・強化が必要である。
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本稿は、知的障害者の特性やこれまでの司
法と福祉の対応などの概要に止まってしまい
地域生活定着支援センター業務の分析には至
らなかった。今後は支援センター業務の分析
と支援センターが係わった障害者の地域生活
の状況やその支援のあり方などについて調査
研究することとしたい。
引用 ･参考文献等
1）　厚生労働科学研究（障害保健福祉総合
研究）「罪を犯した障がい者の地域生
活支援に関する研究（田島班）」藤本
哲也分担研究班課題に対する法務省矯
正局添付 ･平成 19 年 5 月
2）　十分ではないが、厚生労働科学研究な
どの調査結果により情報が公開されて
きている。平成24年8月1日発行の「法
律の広場」（ぎょうせい）は特集とし
て「受刑者処遇の現状」を掲載してい
る。また毎年 1 回法務省は『矯正統計
年報』を発行しており、その中に「新
受刑者の知能指数」の項目がある。
3）○法務所矯正局長、法務省保護局長、
厚生労働省社会 ･ 援護局長連名通知
「刑事施設、少年院及び保護観察所と
地方公共団体、公共の衛生福祉に関す
る機関との連携の確保について」平成
21 年 4 月 1 日
　○厚生労働省社会 ･ 援護局総務課長通知
「地域生活定着支援センターの事業及
び運営に関する指針について」平成
21 年 5 月 27 日（一部改正通知 ･ 平成
24 年 4 月 12 日）
4）　中野善達編著『老人 ･ 障害者の心理
2006 年』福村出版 1984 年 pp103 －
108
5）　前出 4）
6）　基礎からの社会福祉編集委員会編『障
害者福祉論』ミネルヴァ書房 2008 年
pp240 － 241
7）　誤認逮捕事件として平成 20 年 2 月 18
日、2 月 19 日、3 月 8 日、3 月 23 日
付下野新聞報道記事
8）　独立行政法人　国立重度知的障害者総
合施設のぞみの園編『救護施設編－福
祉の支援を必要とする矯正施設等を退
所した障害者等の地域生活移行のため
の効果的な支援プログラムの開発に関
する研究』報告書 2010 年
9）　大橋哲氏（法務省矯正局成人矯正課長）
論文「刑事施設における受刑者処遇を
巡る取組みと変遷」法律のひろば・ぎょ
うせい・平成 24 年 8 月号 pp4 － 11
10）　第 62 回社会を明るくする運動「更生
保護 ･ 福祉連携シンポジューム」（平
成 24 年 9 月 1 日文教学院大学）配布
資料 pp8 － 15
12）　山本譲司著『獄窓記』ポプラ社 ･2003
年、『累犯障害者』新潮社 ･2006 年。
13）　前出 7）
14）　平成 24 年 8 月 31 日栃木県地域生活定
着支援センター第 1 回運営委員会配布
資料「平成 23 年度支援センター事業
報告書」
15）　前出 2）9）「法律のひろば」pp26 －
34
16）　前出 15）
